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要　旨

１．本稿の目的は、韓国の対外経済関係の変化を辿りながら、企業活動のグローバル
化に伴いサプライチェーンが日韓の枠を超えている一方、半導体分野では韓国に
強い求心力が働いていることを明らかにすることである。

２．冷戦の終焉に伴い、朴正煕（パク・チョンヒ）政権期に形成された韓米日「貿易
トライアングル」構造が変容した後、2000年代に中国との関係が強まった。しかし、
10年代に入ると、対中輸出依存度が頭打ちになる一方、対米輸出依存度が上昇に
転じ、ベトナムとの関係が急拡大するなどの新しい動きがみられようになった。

３．こうした変化は韓国の主力輸出製品の貿易関係でも確認出来る。半導体は半導体
ユーザーが集積する中国へ多く輸出されているが、近年はベトナムへの輸出が増
加した。サムスン電子が中国での携帯電話（含むスマートフォン）の生産を縮小し、
ベトナムでの生産を拡大したことによるものである。

４．スマートフォンには半導体のほかに、積層セラミックコンデンサ（MLCC）が多く
搭載されているため、ベトナムでの生産拡大によってMLCCのサプライチェーンが
変化している。サムスン電子の生産開始以降、日本から、続いて日本企業がMLCC

を生産しているフィリピンからベトナムへの輸出が増えている。
５．このように、貿易面での日本の比重低下には企業活動のグローバル化が影響して
いる。その一方、韓国の対日輸入上位品目に、半導体の製造に欠かせない製造装
置や材料が含まれており、韓国にとって日本が重要な存在であるのも事実である。

６．日本の対韓輸出管理強化が浮き彫りにしたのが、コアとなる材料分野での韓国の
対日依存である。韓国では日本の対韓輸出管理強化後、輸入先の多角化や国産化
を推進している。サムスン電子は日系企業の第三国の工場からEUV（極端紫外線）
向けのフォトレジストの調達を増やしたほか、国産フッ化水素の使用を開始した。

７．注目すべきは、半導体産業では韓国に強い求心力が働いていることである。中長
期的に韓国の半導体産業の一段の発展が見込まれることに加えて、韓国での国産
化と海外企業による現地生産の動きが、日本の素材企業の現地生産を促している。

８．企業活動のグローバル化により今後も韓国の対日貿易は縮小していく可能性があ
るが、アジアを含むグローバルレベルでの貿易は拡大していくであろう。したがっ
て、両国の経済関係を複眼的にみていくことがより一層必要になっている。
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韓国の対外経済関係を振り返ると、朴正煕
政権期に形成された韓米日「貿易トライアン
グル」構造が冷戦の終焉により変容した後、
90年代以降改革・開放政策を加速させた中国
との関係が拡大していった。とくに2000年代
には韓国から中国への投資が拡大し、中国が
最大の貿易相手国になった。中国の高成長と
それに伴う世界経済の加速に支えられて、
韓国では輸出が伸び、年平均4.4％の比較的
高い成長を記録したのである。

10年代入ると、新たな動きが生じた。中国
の「新常態」への移行と世界経済の減速によ
り韓国では輸出が減速し、年平均成長率も
２％台へ低下した。中国での賃金上昇や競争
激化、リスクの顕在化（THAAD配備後の経
済制裁や米中対立など）を契機に、韓国の大
企業は中国事業を見直す一方、新たな成長機
会を求めてベトナムやアメリカへの投資を拡
大した。
韓国の対外経済関係が著しく変化した2000

年から20年の間に、対日輸入依存度が19.8％
から9.8％、同輸出依存度が11.9％から4.9％
と、貿易面での日本の比重が一段と低下した。
日本の比重低下は著しいが、この変化は二国
間と同時に、グローバルな視点から捉える必
要がある。企業活動のグローバル化に伴いサ
プライチェーンが二国間の枠を超えたことや
日本企業による韓国での現地生産が進んだこ
とが影響しているからである。
サプライチェーンが二国間の枠を超えた分

目　次
１．今日までの韓国の対外経済
関係

（1）冷戦体制下の韓米日「貿易トライ
アングル」構造

（2）対中関係が強まった2000年代
（3）10年代の新たな動き

２．半導体と携帯電話にみる貿
易関係

（1）半導体
（2）携帯電話関連

３．変化する韓国の対日貿易
（1）対日輸入の上位に製造装置、化学

品
（2）韓国における国産化、日本企業の

現地生産
（3）炭素繊維、積層セラミックコンデ

ンサ

４．日本政府による対韓輸出管
理強化後の動き

（1）進み始めた素材の「脱日本」
（2）求心力が働く韓国の半導体産業

結びに代えて



150  環太平洋ビジネス情報  RIM  2021  Vol.21  No.81

野がある一方、韓国の主力輸出産業の半導体
産業では、韓国に強い求心力が働いている。
このことは日本の対韓輸出管理強化後、韓国
で国産化への取り組みが強化されるなかで、
日本企業の間に現地生産を拡大する動きが広
がったことからもうかがえる。
本稿では、韓国の対外経済関係の変化を辿

りながら、サプライチェーンが日韓の枠を超
えて形成されていること、半導体産業では
韓国に強い求心力が働いていることを明らか
にする。構成は次の通りである。１．で、今
日までの韓国の対外経済関係を概観する。２．
で、韓国の主力輸出製品である半導体と携帯
電話を取り上げて、貿易関係を具体的に把握
する。３．で、韓国の対日貿易関係を分析し、
輸入上位品目に半導体の製造に不可欠な製造
装置や材料が含まれていることを指摘する。
４．で、日本政府による対韓輸出管理強化後
の日本企業の動きから、半導体産業では韓国
に強い求心力が働いていることを明らかにす
る。
（本稿では、韓国を中心に考察するので、
一部を除き、韓米日もしくは韓日と表現する）

１．�今日までの韓国の対外経済
関係

以下では、今日までの韓国の対外経済関係
を概観する。朴正煕政権期に形成された韓米
日「貿易トライアングル」構造が冷戦の終焉

で変容した後、改革・開放政策を進めていた
中国との関係が2000年代に強まった。中国の
成長が減速した10年代に新たな動きが生じ
た。

（1）�冷戦体制下の韓米日「貿易トライアン
グル」構造

第二次大戦後、朝鮮半島は南側にアメリカ、
北側にソ連の軍隊が進駐して分断された。南
側では３年間の米軍政期間を経て、48年８月
に大韓民国（以下、韓国）が樹立された。初
代大統領は長くアメリカで独立運動をしてき
た李承晩（イ・スンマン、1875～ 1965）で
ある。
建国当初の韓国は極めて厳しい経済状況に
置かれた。解放前に70万人程度在留していた
日本人が引き揚げた一方、解放後に日本や満
州からの帰還者と半島北部からの越境者が急
増した結果、短期間に人口が300万人近くも
増加した。技術者と原材料の不足に加え、半
島北部からの送電停止によって多くの工場で
生産が止まり、モノ不足が生じた。これに大
量の通貨発行が重なって猛烈なインフレが生
じた。厳しい経済状況に追い打ちをかけたの
が朝鮮戦争（50年６月～ 53年７月）であった。
休戦後、米韓相互防衛条約が締結（53年11

月発効）された。冷戦体制下、北朝鮮と対峙
する韓国の安定は、アメリカにとって安全保
障面から極めて重要になり、多額の援助を通
じてその経済復興を支えた。韓国ではアメリ
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カからの援助物資を活用し、輸入代替工業化
が進められた。代表的なのが製糖、製粉、紡
績の「三白」産業である。この時期に、サム
スングループでは第一製糖と第一毛織が設立
された。また、後の現代グループにつながる
現代建設は、復興関連と米軍基地関連の建設
需要を取り込んで成長した。
李大統領は60年３月の大統領選挙で４選を

果たしたが、選挙期間中に行われた大規模な
不正に憤激した学生、市民たちの抗議運動に
よって退陣に追い込まれた。その後不安定な
情勢が続くなかで、朴正煕少将が61年５月に
クーデターを起こし、政治権力を掌握する。
当時の韓国は世界の最貧国の一つで、北朝

鮮よりも発展が遅れていたため、朴正煕大統
領（63年就任）は経済開発を最優先課題にし
た。新設の経済企画院に多くの権限（５カ年
計画の策定、予算編成、外資導入認可など）
を付与し、経済政策の司令塔の役割を担わせ
るとともに、金融機関を政府の管理下に置い
て、政府主導で開発を推進した。また、前政
権期に財閥が不正に蓄財した資産を没収した
が、経済人の不正蓄財の罪は、経済開発に協
力することで事実上不問にした。
経済開発が進むのに伴いアメリカの援助額

は次第に減少し、その内容も無償から有償、
公的借款から民間借款へ変化した。韓国で輸
出指向工業化が本格化すると、アメリカは
韓国製品の主要受け入れ先になった。このこ
とは80年代まで対米輸出依存度（対米輸出額

／輸出額全体）が高い水準で推移していたこ
とに示される（図表１）。
輸出指向工業化が軌道に乗り始めた60年代
半ばに、重工業化への準備が開始された。重
工業化を進めるうえでネックになったのが技
術と資本の不足である。朴大統領は日本との
国交正常化（65年）を進めて、日本からの経
済協力により解決しようと企図した（注１）。
国交正常化には、アメリカ政府がアメリカの
同盟国である両国に強く求めていたことも影
響した。
国交正常化後、日本からの輸入や日本企業
の投資も徐々に活発になり、しばらくすると、
韓国企業が輸出向け生産に必要な基幹部品、
高品質の素材、製造装置などの多くを日本か

（資料）KITA（韓国貿易協会）データベース

図表１　韓国の対米輸出・対日輸入依存度
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ら輸入するようになった。これにより、市場
はアメリカに依存し、生産財や資本財を日本
に依存する韓米日「貿易トライアングル」構
造が形成された。
その後輸出先の多角化に伴い、韓国の対米

輸出依存度は70年代末に20％台にまで低下し
たが、80年代半ばにアメリカで比較的高い成
長が続く一方、プラザ合意（85年９月）後の
急激な円高によって韓国の対米輸出が急増し
たため、86年には40％台へ上昇した。
しかし、対米貿易黒字が拡大した結果、通

商摩擦が生じ、ウォンの切り上げを迫られた。
さらに87年９月の民主化宣言後（注２）、そ
れまで抑制されていた労働組合運動が活発化
し、大幅な賃上げが行われたため、労働集約
産業を中心に韓国企業の海外への生産シフト
が始まった。当初はASEAN（東南アジア諸
国連合）地域が中心であったが、94年の北米
自由貿易協定（NAFTA）の発効などを機に、
北米での生産が広がっていった。2000年代に
なると、次にみるように、改革・開放政策を
進めていた中国との関係が急速に強まった。

（2）対中関係が強まった2000年代

冷戦体制下では中国との敵対的な関係が続
いていたが、79年に中国で改革・開放政策が
開始された後、徐々に変化が現れ始め、80年
代後半には、香港や日本を介した間接貿易が
始まった。大きく変わったのは、盧泰愚（ノ・
テウ）政権（88～ 93年）の時期である。

盧大統領は冷戦体制の終焉を先取りするか
のように、旧共産圏諸国との関係改善をめざ
す「北方政策」を展開した。ハンガリーを皮
切りに、ポーランド、チェコ、旧ソ連などと
の関係改善を進め、中国との国交正常化は92

年８月に実現した。改革・開放政策を加速さ
せていた中国にとって、近隣諸国との友好関
係の構築は不可欠であり、韓国からの投資は
工業化の進展に寄与するとの判断があった。
韓国にとっても中国との関係改善は東アジア
の冷戦体制の終焉につながるだけでなく、貿
易や投資などの面で多くの経済的効果が期待
出来た。事実、その後の動きはこれを裏付け
るものとなった。
投資面では、労働集約製品を中心に、韓国
から中国へ生産シフトする動きが広がった。
当初は中小企業が主体で、進出先は韓国に近
い東北３省（遼寧省、吉林省、黒龍江省）や
山東省などに集中した。これには、中国の東
北地域に朝鮮族が多く居住していたことも関
係している。
韓国経済の対中依存が強まっていくのは

2000年代に入って以降である。01年に中国が
WTO（世界貿易機関）に正式に加盟したこ
とを契機に、成長の加速と投資環境の改善が
期待される中国への投資が急増した。2000年
代前半には、韓国の対外直接投資額に占める
対中投資額の割合は30～ 40％程度を占めた。
韓国企業による中国への投資が急増するの
に伴い、韓国から原材料、部品などの輸出が
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誘発されたほか、中国国内市場の拡大により
消費財の輸出も増加した。02年から04年にか
けて対中輸出が前年比30％以上の伸びを続け
た結果、03年には中国がアメリカを抜いて
韓国の最大の輸出相手国となった（図表２）。
中国では03年から07年まで10％以上の高成

長が続いた。所得水準の上昇に支えられて自
動車販売台数が急増し、09年にはアメリカを
抜き世界一の市場となった。高成長時期には
鉄鋼生産の拡大に伴い、鉄鉱石や石炭などの
輸入が増加し、資源国の成長にもつながった。

資源取引の増加はまた、海運ならびに造船業
界に特需をもたらした。自動車、海運、造船
などが主力産業であった韓国経済には、中国
の高成長とその波及効果がプラスに作用し
た。輸出がけん引し、2000年代の年平均成長
率は4.4％になった。
韓国経済への波及効果はリーマン・ショッ
クを契機にした世界経済の後退により、一時
的に止まったが、中国経済は引き続き韓国に
とって成長の機会を提供した。４兆元規模の
内需拡大策の実施により中国の景気が他国に

（資料）KITAデータベース

図表２　韓国の輸出・輸入に占める主要国の割合（％）

輸出 輸入
アメリカ 日本 中国 アメリカ 日本 中国

2000 21.8 11.9 10.7 18.2 19.8 8.0 

01 20.7 11.0 12.1 15.9 18.9 9.4 

02 20.2 9.3 14.6 15.1 19.6 11.4 

03 17.7 8.9 18.1 13.9 20.3 12.3 

04 16.9 8.5 19.6 12.8 20.6 13.2 

05 14.5 8.4 21.8 11.7 18.5 14.8 

06 13.3 8.2 21.3 10.9 16.8 15.7 

07 12.3 7.1 22.1 10.4 15.8 17.7 

08 11.0 6.7 21.7 8.8 14.0 17.7 

09 10.4 6.0 23.9 9.0 15.3 16.8 

10 10.1 6.0 25.1 9.5 15.1 16.8 

11 10.1 7.1 24.2 8.5 13.0 16.5 

12 10.7 7.1 24.5 8.3 12.4 15.5 

13 11.1 6.2 26.1 8.1 11.6 16.1 

14 12.3 5.6 25.4 8.6 10.2 17.1 

15 13.3 4.9 26.0 10.1 10.5 20.7 

16 13.4 4.9 25.1 10.6 10.6 21.4 

17 12.0 4.7 24.8 10.6 11.5 20.5 

18 12.0 5.0 26.8 11.0 10.2 19.9 

19 13.5 5.2 25.1 12.3 9.5 21.3 

20 14.5 4.9 25.9 12.3 9.8 23.3 
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先駆けて回復し、対中輸出が伸びたためであ
る。とくに「家電下郷」プロジェクトに支え
られて中国で液晶テレビの生産が増加したの
に伴い、韓国から液晶パネルや半導体、電子
部品などの輸出が増加した。この結果、対中
輸出依存度は10年に25.1％へ上昇した。
また、輸入面でも07年に中国が日本を抜き、

韓国の最大の輸入相手国となった。このよう
に、中国が韓国にとって最大の貿易相手国と
なり、アメリカと日本の比重が低下していっ
たのが2000年代の最大の特徴といえよう
（注３）。

（3）10年代の新たな動き

10年代に入ると、2000年代とは異なる新た
な動きがみられるようになった。対中輸出依
存度がほぼ頭打ちになる一方、対米輸出依存
度が上昇に転じたほか、対ベトナム輸出依存
度が大幅に上昇した（後掲図表４）。
対中輸出依存度は10年代に25％前後で推移

しているように、ほぼ頭打ちになっている。
20年には韓国の対中輸出額は前年比マイナス
になったが、輸出全体の落ち込み幅を下回っ
たことにより、対中輸出依存度は前年の
25.1％から25.8％へ上昇した（注４）。
対中輸出依存度が頭打ちになった要因とし

て、①中国の輸出の増勢と経済成長率の低下、
②中国における国産化（含む韓国企業の現地
生産）の進展、③韓国企業による中国事業の
見直しの動きなどが指摘出来る。

第１は、中国の輸出の増勢と経済成長率の
低下である。前述したように、中国経済は
リーマン・ショック後に実施した大型景気対
策で急回復したが、その後に過剰な生産能力
や債務の増加などが生じ、成長率が徐々に低
下した。習近平政権（2012～）が「新常態」（構
造改革を進めながら安定成長を確保する）へ
の移行を図ったため、成長率は10年代後半に
６％台で推移した（20年はコロナショックで
2.3％）。こうした影響により、韓国の対中輸
出額は10年代に著しく鈍化し、成長率低下の
一因になった（図表３）。
第２は、中国における国産化の進展である。
キャッチアップは鉄鋼製品や石油化学製品な
どから液晶パネルにまで及んでいる。液晶パ

（注） 13～15年に、韓国の対中輸出額の伸びと成長率との乖
離が大きいのは、韓国で内需拡大策が実施されたため。

（資料）韓国統計庁、中国国家統計局

図表３　韓国の対中輸出額伸び率（前年比）
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ネルは、2000年代には韓国の主力輸出製品の
一つであったが、中国企業による国産化と
韓国企業の現地生産の進展によって、現在は
中国が世界一の生産国になった。韓国企業は
液晶パネルを中国から輸入する一方、韓国で
は有機ELパネルの生産を拡大させている
（注５）。
第３は、韓国企業による「過度な」対中依

存を是正する動きである。中国での賃金上昇
や競争激化などから、韓国企業の間で海外生
産拠点を見直す動きは2000年代にもみられた
が、「過度な」対中依存を警戒するようになっ
たのは比較的近年である。これには、韓国と
中国との外交関係の悪化とアメリカの前トラ
ンプ政権下で顕在化した米中対立が影響して
いる。
国交正常化後、韓国と中国との間では総じ

て良好な関係が続いたが、北朝鮮が挑発的な
行動を繰り返したことを契機に悪化した。朴
槿恵（パク・クネ）前大統領（2013～ 17年）
は北朝鮮に対する制裁を強化し（注６）、
中国にも圧力を強めることを求めたが、消極
的な姿勢をみせたため、外交の軸足を韓米同
盟へシフトした。この帰結が、16年７月の在
韓米軍へのTHAAD配備の決定（17年３月配
備開始）である。
これに対して、中国は自国の安全保障を害

するとの理由で、韓国に配備中止を迫るとと
もに、事実上の経済報復に乗り出した。とく
にロッテグループは韓国でTHAADを配備す

る土地を提供したため、中国で展開していた
ロッテマートの多くは、消防法違反を理由に
営業停止に追い込まれた。ロッテグループは
その後店舗を地場企業に売却する一方、イン
ドネシアやベトナムなどでの事業に力を入れ
ていった。
こうした状況下、韓国の大企業は中国事業
を再編しながら（注７）、中国以外の国で事
業を拡大するようになった。トランプ前政権
（2017～ 21）がアメリカ第一主義の政策を
とったことと中国に対する経済制裁を強化し
たことなどから、韓国企業による対米投資が
拡大したほか（後述）、一部の品目で韓国へ
生産拠点を戻す動きが生じた。
中国以外の国として、ベトナムが注目され
た。ベトナムでは輸出生産拠点として、また
ベトナムを含むASEAN地域向け販売を目的
に、多くの韓国企業が事業を拡大してきた
（注８）。サムスン電子が携帯電話（含むスマー
トフォン）の生産を本格化したのに伴い、サ
ムスングループの企業とサプライヤーが多数
進出した。その後、LGグループが家電やス
マートフォンの生産、現代自動車もノックダ
ウン生産を開始するなど、主要財閥が事業を
拡大している。これに伴い、韓国から中間財
を中心に輸出が増加し、ベトナムは韓国に
とって中国、アメリカに次ぐ３番目の輸出相
手国になり、対ベトナム輸出依存度は11年の
2.4％から20年に9.4％へ上昇した（図表４）。
また、2000年代には対米輸出依存度が上昇
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した。対米輸出依存度は2000年代に傾向的に
低下したが、12年に上昇に転じた（図表２、
３）。これには、韓米FTAが12年３月に発効
したことと、10年代半ばから対米直接投資が
急増したことが影響している（図表５）。投
資が増加した要因に、トランプ前政権による
保護主義への対応と法人税率の引き下げなど
がある。法人税率は、従来の15～ 35％の累
進税率から18年１月１日以降21％に引き下げ
られた。
韓国企業の動きをみると、アメリカで18年

１月に大型洗濯機に対するセーフガードが発
動されたのを契機に、サムスン電子とLG電
子がアメリカで工場を建設し、生産を開始し
た。両社とも基本的に、第三国で生産してア

メリカへ輸出していたものをアメリカへシフ
トした。このほか、成長産業への投資が相次
いだ。バッテリー関連では、LG電子が電気
自動車向けバッテリーパック工場をミシガン
に建設するほか、SKイノベーションがジョー
ジア州にバッテリー工場を建設する計画であ
る。現代自動車グループは17年１月、今後５
年間にアメリカで、エコカー、自動走行車な
ど次世代自動車の新技術に関する研究開発、
既存工場での新車種の生産、環境改善などの
分野で31億ドルの投資を行うことを発表し
た。
以上のように、10年代は新たな動きがみら
れた。その一方、対日輸出入依存度が示すよ
うに（前掲図表２）、貿易面における日本の

（資料）KITAデータベース （資料）韓国企画財政部

図表４　韓国の輸出依存度 図表５　韓国の対外直接投資額
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比重が一段と低下した10年であった。

（注1） 65年６月22日、日本との間で「日韓基本条約」、「対日
請求権並びに経済協力協定」、「日韓漁業協定」、「在
日韓国人の法的地位及び待遇に関する協定」（いずれ
も略称）が調印され、その後の日韓関係の基本的枠組
みを形成した。国交正常化後、「対日請求権並びに経
済協力協定」に基づき、日本から経済協力が実施され
ていく。対日請求権資金の多くはダムや高速道路などの
インフラ、総合製鉄所を含む基幹産業の建設資金に充
当され、徴用労働者の未払い賃金など請求権関連に
充てられたのはわずかであった。

（注2） 大統領候補であった盧泰愚（当時は民主正義党代表
委員）が発表した政治宣言で、大統領直接選挙制改
憲の実施と88年２月の平和的政権交代実現、大統領
選挙法の改正実現による公正な選挙の保障、金大中
を含む民主化運動関連政治犯の赦免・復権措置、拘
束適否審の全面拡大など人権保障の強化、言論基本
法廃止など言論の自由を保障・強化をするための措置
実現などが含まれている。

（注3） 経済面で中国との関係が強まるのに伴い韓国は中国
を重視する外交を実施するようになったが、過度に重視
した政策をとると、対米関係を損なう恐れがあるというジ
レンマが生じるようになった。

（注4） 日本でも対中輸出依存度が18年の19.5％から20年に
21.9％へ上昇し、中国市場の大きさを示す。

（注5） 有機ELパネルは液晶パネルと比較して、画質が鮮明で
ある、バックライトで発光させる必要がないため、薄くな
る、電力消費が少ないなどのメリットがある。

（注6） 16年１月の北朝鮮の事実上の長距離弾道ミサイル発
射実験を受けて、２月に開城工業団地の稼働を全面
的に中断した。これにより、17年に南北交易はほぼゼロ
となった。

（注7） この点に関しては、向山英彦［2020b］を参照。
（注8） この点に関しては、向山英彦［2020c］を参照。

２．�半導体と携帯電話にみる貿
易関係

ここでは１．で明らかになった対外経済関
係の変化を、半導体と携帯電話の貿易で具体
的に把握していく。この二つは韓国の主力輸
出製品であるが、半導体の生産の中心が国内
に置かれているのに対して、携帯電話では海
外での生産が拡大した。

（1）半導体

①輸出の６割強が中国・香港向け
現在、韓国は半導体のメモリ（DRAMや

NAND型フラッシュメモリ）分野で主力生産
国になっている。メモリはサムスン電子と
SKハイニックス（注９）が生産している。
サムスン電子はアメリカ（オースチン）と
中国（西安）、SKハイニックスは中国（無錫、
重慶）でも生産しているが、両社の主力工場
は国内にある。サムスン電子は京畿道（キョ
ンギド）の器興（ギフン）、華城（ファソン）
に次ぐ工場を平澤（ピョンテク）に建設した
（17年７月稼働）。SKハイニックスの工場は
京畿道の利川（イチョン）と忠清北道の清州
（チョンジュ）にある。このように、京畿道
に半導体工場が集中している。
韓国で生産された半導体は、国内で生産さ
れるスマートフォンや各種電子機器、記憶媒
体装置のSSD（ソリッドステートドライブ）
などに搭載されるが（注10）、多くは輸出さ
れている。韓国の半導体ユーザーが海外へ生
産シフトしたことや中国を中心に海外に半導
体ユーザーが集積していることによる。
半導体が輸出額全体に占める割合をみる
と、90年代後半から総じて低下傾向にあった
が、2008年をボトムに上昇に転じ、18年は過
去最高の19.1％になった（図表６）。この時
期には、世界的にスマートフォンの販売が急
拡大した。アップルのiPhoneは07年、サムス



158  環太平洋ビジネス情報  RIM  2021  Vol.21  No.81

ン電子のギャラクシーは10年に販売が開始さ
れた。スマートフォンやタブレット端末の普
及以外に、近年、次世代通信規格「５G」の
導入や大手IT企業によるデータセンター
（サーバーやデータ通信機器を集約した施設）
の建設などが進んだこと、また最近では、新
型コロナの感染予防対策として自宅で仕事を

し、余暇を過ごす時間が増えた結果、パソコ
ンやゲーム機の販売が伸びたこと、また、オ
ンライン会議・授業の普及に伴い通信量が増
加したことなどが半導体の需要増につながっ
ている。
足元をみると、中国経済が世界に先駆けて
回復に向かい、スマートフォンの販売が増加
した効果もあり、半導体の輸出額は20年９月
以降前年水準を大幅に上回っている。
半導体のうち集積回路の輸出先をみると、

90年代以降大きく変化してきた（図表７）。
95年の上位は、①アメリカ（全体の37.8％）、
②日本（15.7％）であったが、サムスン電子
が96年にアメリカのオースチンで生産を開始
したこと（注11）、日本の半導体ユーザーの
海外への生産シフトが進んだことにより、
2005年には中国がトップになった。

90年代後半以降、海外から受託生産をする
台湾企業が中国への生産シフトを進めたほ
か、日本企業を含む海外企業による現地生産
も広がり、中国に電子機器企業が集積するよ
うになった。これに伴い、半導体の最大輸出

（100万ドル）
1995年 2000年 2005年 2010年 2020年

① アメリカ 6,344 アメリカ 5,330 中国 6,197 中国 12,509 中国 36,221

② 日本 2,636 日本 2,542 台湾 4,270 香港 8,652 香港 18,538

③ シンガポール 2,367 シンガポール 2,493 香港 3,508 シンガポール 4,472 ベトナム 10,380

④ 香港 1,259 台湾 2,035 シンガポール 2,561 台湾 4,182 台湾 5,885

⑤ 台湾 1,079 香港 1,563 日本 2,462 日本 2,729 フィリピン 2,746

（注）ここでの半導体はHSコード8541と8542。
（資料）KITAデータベース

（資料）KITAデータベース

図表６　輸出額全体に占める半導体の割合

図表７　韓国の集積回路の輸出先上位５カ国
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先が中国になり、20年時点では中国と香港が
全体の約66％を占めている（香港は中国の華
南地域で生産する企業への供給ルートとして
利用）。
近年の動きで特徴的なのは、サムスン電子

がベトナムで携帯電話の生産を拡大したこと
により、同国向けの輸出が急増し、３番目の
輸出先になったことである（図表７、８）。
前述したように、韓国の半導体企業は中国

でも生産している。中国での生産はSKハイ
ニックスが先行した。STマイクロエレクト
ロニクス（スイス）との合弁会社で06年から
DRAMの生産を無錫で開始し、14年に重慶市
でNAND型フラッシュメモリの生産を開始し

た。また、無錫では近年生産能力を拡張した
ほか、ファウンドリー事業も開始した。他方、
サムスン電子は14年５月に、西安でNAND型
フラッシュメモリの生産を開始し、20年２月
に第二工場を稼働した。同社が中国で生産す
ることにした背景には、中国に集積している
半導体ユーザーの要求に迅速に対応出来るよ
うにすること以外に、中国からベトナムへ携
帯電話の生産をシフトする計画があったた
め、中国で新たな事業を始めることが求めら
れたことがあった。
中国では中国企業のほかに、台湾系（ファ
ウンドリー）企業やアメリカのインテル
（NAND型フラッシュメモリ）などの外資系
企業も半導体を生産しているが、中国国内の
需要に対して中国国内の供給は限定的で、輸
入に依存する状態が続いている。国連の
Comtradeで19年の中国の集積回路の輸入先を
みると、トップは「その他アジア」で約３分
の１を占め、韓国は２番目で２割強を占める。
「その他アジア」は台湾と考えられるため、
中国にとっては台湾と韓国が主要な輸入先に
なっている。ちなみに、韓国の対中輸出額に
占める半導体の割合は20年に28.3％であっ
た。

②積極的に投資する韓国企業
近年、韓国企業が警戒しているのが中国の
国産化である。中国政府は14年「国家集積回
路産業発展推進綱要」を制定し、集積回路を

（注）HSコードは8542。
（資料）KITAデータベース
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国家の安全を保障する戦略的、基礎的、先導
的な産業として位置づけ、30年までに集積回
路産業の主要分野で先進国レベルに達すると
いう目標を掲げた。15年８月に打ち出された
「中国製造2025」では、核心基礎部品（含む
集積回路）とカギとなる基礎材料の自給率を
20年までに40％、25年までに70％にすること
が目標にされた。
これを機に、中国企業によるメモリ量産化

のプロジェクトが開始されたが、トランプ前
政権の対中経済制裁強化によりブレーキがか
かった。アメリカの調査会社IC Insightsは20

年５月、中国の半導体自給率は19年時点で
15.7％（そのうち中国企業は４割弱）と、14

年の15.1％からわずかしか上昇しておらず、
24年でも20.7％にとどまり、目標である25年
の70％は困難であるという見通しを発表した
（注12）。
中国企業による国産化が遅れるなかで、

韓国企業は中国企業との格差を広げる取り組
みを強化している。サムスン電子は近年、微
細化水準の高い最先端メモリとともに、第４
次産業革命の進展に伴い需要が伸びると見込
まれるプロセッサやイメージセンサー、シス
テム半導体などの生産に力を入れている。シ
ステム半導体は、マイクロプロセッサやメモ
リ、イメージセンサー、アナログ回路などを
１個の大規模集積回路の中に混載したもの
で、付加価値が高い。オーダーメイド型のプ
ロセッサやシステム半導体事業を成長させる

には受託生産（ファウンドリー事業）を増や
す必要がある。
サムスン電子は19年４月に「半導体ビジョ
ン2030」を発表し、30年までにシステム半導
体の研究開発と生産施設拡充のために133兆
ウォンを投資し、専門人材を１万５千名採用
して、システム半導体市場でも世界１位をめ
ざす大胆な目標を掲げた。メモリ部門で得た
莫大な利益が積極的な投資を可能にしてい
る。
世界最大手のTSMC（台湾）との差は大き

いが（注13）、華城工場にEUV（極端紫外線）
専用のファウンドリーラインを建設した（20

年２月稼働）。また、20年８月に稼働した平
澤工場の第２棟では、EUVを使用した最先
端DRAMの生産が始まった。その後NAND型
フラッシュメモリ、EUV専用のファウンド
リー向けの生産が順次始まる。
メモリが少品種大量生産と垂直統合型生産

（設計から製造・検査まで一社が統合）であ
るのに対して、システム半導体の生産方式は
多品種少量生産と水平分業であるため、事業
の拡大には、設計を担うファブレス（半導体
設計専門業者）とデザインハウス（設計サー
ビス）の成長が不可欠となる。今後、政府や
研究機関と協力しながら、ファウンドリー事
業を支えるエコシステムを構築していけるか
が事業拡大のカギを握る。
サムスン電子の「半導体ビジョン2030」発
表後、韓国政府は「システム半導体ビジョン
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と戦略」を打ち出した。ファブレスの需要創
出では、自動車、バイオ・医療、IoT家電、
エネルギー、先端ロボット・機械などが重点
分野とされた。半導体工場の集積する京畿道
には、サムスン電子の研究所、半導体研究を
行っている成均館（ソンギュンガン）大学、
韓国電子通信研究所、電子部品研究所などが
集中しているほか、板橋（パンギョ）テクノ
バレーを中心にファブレス企業が集積してい
る。こうした利点を生かして、京畿道はクラ
スターを構築し、専門人材養成や研究開発・
スタートアップ・商用化支援を体系的に進め
る準備をしている。
他方、SKハイニックスも21年２月、利川

工場の第２棟を稼働させた。ここではEUV

を使用した最先端のDRAMを生産していく計
画である。また同社は京畿道の龍仁（ヨンイ
ン）市でも新工場を建設するとともに、関連
産業を集積させクラスターを建設する計画で
ある。さらに米インテルが中国の大連市に持
つメモリ工場を買収すると発表した。
このように、企業の積極的な投資に加えて、

政府並びに自治体の支援が見込まれるため、
メモリ以外に、第四次産業革命の進展に伴い
増加するプロセッサやイメージセンサーなど
の需要を取り込めれば、韓国の半導体産業は
一段と成長していく可能性が高い。
こうした一方、韓国では製造装置や素材の

国産化に力を入れているが、まだ輸入に依存
する状態が続いており、国内での設備投資や

生産拡大に伴い、製造装置や素材の輸入が増
加する。
製造装置の輸入額は年により変動するもの
の、総じて輸出に先行していることが確認出
来る（図表９）。これは設備投資のタイミン
グに合わせて設備を発注し、設備装着後に生
産、輸出されていくからである。

20年の半導体製造装置の輸入先上位は、①
オランダ（全体の36.4％）、②アメリカ
（27.9％）、③日本（25.1％）で、この３カ国
で約９割を占める。オランダにはASML、ア
メリカにはアプライドマテリアルズ、ラムリ
サーチなどの世界を代表する半導体装置企業
がある。とくに最先端の露光装置はASMLの

（注） 半導体はHSコード8541と8542、半導体製造装置はHS
コード848620。

（資料）KITAデータベース
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独占状態になっており、微細化水準の高い半
導体の製造に欠かせない。同社は中国企業に
も供給していたが、アメリカの対中制裁強化
後、供給を止めていることが報道されている。
また、材料に関しては日本に依存している

ものがかなり存在する。この点については、
３．と４．で触れることにする。

（2）携帯電話関連

次に、携帯電話関連の貿易関係をみていこ
う。スマートフォンには半導体や電子部品が
多く搭載されており、その組立拠点の変化が
貿易関係に大きな影響を及ぼす。
携帯電話を含む電話機（HSコード8517）

は韓国の主力輸出製品の一つで、HSコード
４桁ベースでは、20年は集積回路（HSコー
ド8542）、自動車（HSコード8703）に次いで
３番目で、全体の3.5％を占めた。
そのうち携帯電話（含む無線回線）の輸出

入額（統計は07年以降のみ）の推移をみると、
輸出額が08年をピークに減少した。08年に
韓国の輸出額の5.2％を占めたが、韓国企業
による海外での生産拡大に伴い、輸出額の減
少傾向が続いている。他方、輸入額は徐々に
増加し、20年には輸出とほぼ同水準になった
（図表10）。
輸出先をみると、07年以降最大の輸出先は

アメリカで、20年も全体の約半分を占めた。
他方、20年の輸入額の７割強を中国、２割強
をベトナムが占めた。ベトナムからの輸入は、

ベトナムで生産している韓国企業の製品と考
えられる。
サムスン電子は90年前半まで韓国の亀尾

（グミ）工場で携帯電話を生産していたが、
2000年代に入って海外生産を拡大した。01年
に天津（中国）、03年に深圳（中国）、04年に
ブラジル、07年に恵州（中国）、09年にベト
ナム（14年に第二工場）、15年にインドネシ
アでそれぞれ生産を開始した。インドでは96

年にノイダに工場を建設し、家電製品などと
一緒に携帯電話を生産してきたが、18年に隣
接地に工場を建設して生産を開始した。各工
場の仕向先は不明であるが、インド工場はイ
ンドと周辺のパキスタン、バングラデシュ市

（注）HSコードは851712。
（資料）KITAデータベース
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場向けに、ブラジルでは南米市場向けに生産
しているのに対して、ベトナムでは全世界向
けに生産されている模様である。

05年時点では亀尾工場の生産額が全体の
75％を占めていたが、08年に35％へ低下し、
10年に20％（注14）、12年には10％を下回っ
たと報じられている。国内では研究開発と新
製品の試作、プレミアム機種とモジュール部
品の生産を行っていると考えられる。

2000年代に中国での生産を拡大したことに
より、中国市場でのシェアは13年に20％近く
に上昇したが、シャオミやファーウェイ、オッ
ポなどの中国企業製品の台頭に伴い急低下し
た。シェア挽回に向けて中国市場向け製品を
投入したが、成果が上がらず、17年に深圳、
18年に天津、19年に恵州の各工場での生産を
停止した。自社生産を中止する一方、スマー
トフォンの低価格機種の生産をウインテッ
ク、和親などの中国の受託製造企業に委託
（ODM）することにした。全量を委託生産し
ているアップルとは対照的に、サムスン電子
はこれまで全て自社生産をしていたが、生産
方式の転換を図ったことになる。
中国と対照的に、近年生産を拡大したのが

ベトナムである。サムスン電子は09年、バク
ニン省で、14年にタイグエン省で生産を開始
した。サムスン電子に続き、サムスンSDI

（バッテリー）、サムスン電機（部品、カメラ
モジュールなど）、サムスンディスプレイ
（ディスプレイ）などのグループ企業のほか、

韓国系サプライヤーが多く進出した。サムス
ン電子にカメラモジュール（レンズやイメー
ジセンサーなどから構成）を供給する１社で
あるケムシス（캠시스）社も14年に現地生産
を開始した。
韓国の携帯電話の輸出額が減少した半面、
電話機の部分品の輸出額が増加した。2000年
代後半は中国向けが半分程度を占めたが、16

年から18年にかけて、中国での生産縮小の影
響により大幅に減少した。中国に代わって増
加したのはベトナム向けで、20年は全体の
72％を占めた（図表11）。
以上のように、2000年代以降韓国企業の携
帯電話の生産体制は大きく変化した。これと

（注）HSコードは851770。
（資料）KITAデータベース
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あわせて、注意したいのが部品の国産化が進
んだことである。
サムスン電子のスマートフォンを例に挙げ

れば、15年に販売されたギャラクシー S6は
それ以前のモデルとは異なり、アプリケー
ションプロセッサとモデムに搭載されるチッ
プのほか、RFトランシーバーやエンベロー
プトラッキングに搭載されるICがサムスン電
子製に代わった（注15）。メモリはサムスン
電子、ディスプレイはサムスンディスプレイ、
バッテリーはサムスンSDI、ブルートゥース
モジュールはサムスン電機が製造している。
ディスプレイのガラスはコーニング、GPSは
ブロードコム、CMOSイメージセンサーはソ
ニーなど外国製も使用されているが、かなり
の部分で国産の部品が使用されている。
サムスン電子はギャラクシーの発売以来、

ディスプレイは液晶ではなく、有機ELを採
用しており、外販もしている。小型の有機
ELパネルでは圧倒的に高いシェアを占める。

CMOSイメージセンサーはレンズから入っ
た光を電気信号に変換する半導体である。18

年まで画素数でソニーがトップであったが、
19年にサムスン電子が超えた。現在、自社製
のスマートフォンに採用されているほか、
オッポやシャオミなどの中国のスマートフォ
ンメーカーへ供給している。サムスン電機の
積層セラミックコンデンサとともに、サムス
ン電子のイメージセンサーが電子部品業界で
存在感を高めている。

スマートフォンには半導体や積層セラミッ
クコンデンサなどが搭載されている。ベトナ
ムでのスマートフォンの生産拡大に伴い、
韓国から集積回路や積層セラミックコンデン
サ（MLCC）の輸出が増加したのが注目され
よう（図表12）。

（注9） 通貨危機後、現代グループとLGグループの半導体事
業が統合し、ハイニックス半導体としてスタートしたが、
01年に経営の悪化で債権銀行団の管理下に入った。
11年にSKグループの傘下に入り、12年に社名がSKハ
イニックスになった。

（注10） SSDは記憶媒体にNAND型フラッシュメモリを用いたド
ライブ装置で、ハードディスクドライブと比較して、高速
で消費電力が少ないため、10年代に入ってデータセン
ターなどで使用されるようになった。

（注11） オースチン工場ではアメリカ企業向けに、微細化水準
がさほど高くないプロセッサが生産されている。TSMCが
アメリカでの生産を開始することもあり、現在サムスン電
子も生産能力を拡張する計画である。

（注12） IC Insights RESEARCH BULLETIN, May 21, 2020.
（注13） 20年末時点では、TSMCのシェアが54％、サムスン電

（資料）KITAデータベース
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子が17％である。ただし、10ナノ以下の微細化水準の
高いものに関しては、TSMCが60％、サムスン電子が
40％と差が小さい。

（注14） 聯合ニュース「サムスン携帯電話の国内生産率縮小、
今年は２割未満」2010年１月12日。

（注15） 디지털데일리、삼성무선사업부 부품공급사 현황 

한눈에 인사이드 갤럭시S6, 2015年５月14日。

３．変化する韓国の対日貿易
前述したように、貿易面で日本の比重は著

しく低下した。以下では、2000年代以降の
韓国の対日貿易関係の変化を、対日輸入を中
心に分析していくことにする。

（1）対日輸入の上位に製造装置、化学品

韓国の対日輸入額は2000年代に増加した
が、韓国の輸出減速や韓国企業の海外への生
産シフト、韓国での国産化（含む日本企業の
現地生産）の進展などの影響により、11年を
ピークに総じて減少傾向にある（図表13）。
対日輸出額も東日本大震災後に増加した11年
をピークに減少し、20年までその水準を下
回っている。この間に対中貿易が急拡大した
ため、2000年から20年の間に韓国の対日輸入
依存度は19.8％から9.8％、対日輸出依存度は
11.9％から4.9％へと低下した。
このように貿易面での日本の比重低下は顕

著であるが、韓国では素材や製造装置の対日
依存が以前より指摘されてきた。この点を確
認するためにも、韓国の対日貿易にどのよう
な特徴があるのか、みていくことにしよう。
まず、20年の対日輸出入上位10品目（HS

コード４桁）を調べると（図表14）、集積回路、
熱間圧延フラットロール製品、半導体やディ
スプレイの製造装置などの３品目が重なって
いることが明らかになった（18年、19年は４
品目）。なお、集積回路（HS8542）をHSコー
ド６桁まで下りて調べると、対日輸出はメモ
リ（HS854232）、対日輸入はプロセッサ
（HS854231）が多い。
次に、この３年間の対日輸出上位10品目を
みると、20年に少し変化が生じた（注16）。
近年の韓流ブームを反映して、19年に14位で
あった美容用の調製品などが５位に入った一
方、18年に３位、19年に５位の自動車部品
は（図表15）、コロナショックで日本の自動
車販売台数が減少（20年は前年比▲11.5％）

（資料）KITAデータベース
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（資料）KITAデータベース

図表14　韓国の対日上位輸出入品目（2020年）

韓国の対日上位輸出品目 韓国の対日上位輸入品目
順位 HSコード 品　目 HSコード 品　目

1 2710 石油製品 8486
半導体ボール、半導体ウエハー、シリコンウエハー、
半導体デバイス、集積回路、フラットパネルディ
スプレイ製造に使用する機器  （製造装置）

2 7106 銀 8542 集積回路（プロセッサ、メモリを含む）

3 8542 集積回路（プロセッサ、メモリを含む） 8541
ダイオード、トランジスター、半導体デバイス、
光電性半導体デバイス、光電池、発光ダイオード、
圧電結晶素子

4 7208 熱間圧延フラットロール製品（鉄、非合金鋼） 3920
プラスチック製のその他の板、シート、フィルム
など

5 3304
美容用、メーキャップ用、皮膚の手入れ用の調製
品など 7208 熱間圧延フラットロール製品（鉄、非合金鋼）

6 8486
半導体ボール、半導体ウエハー、シリコンウエハー、
半導体デバイス、集積回路、フラットパネルディ
スプレイ製造に使用する機器

3818
元素を電子工業用にドープ処理したもの、化合物
を電子工業用にドープ処理したもの

7 8517 電話機、携帯電話、無線電話 7204
鉄鋼のくず、鉄鋼の再溶解用インゴット、鉄くず
など

8 7210
フラットロール製品（クラッド、メッキ、被覆し
たもの） 8703 乗用自動車、ステーションワゴンなど

9 8708 自動車部品 3824 鋳物用の鋳型の調製粘結剤、中子の調製粘結剤

10 8523
ディスク、テープ、不揮発性半導体記憶装置、スマー
トカード 9030

オシロスコープ、スペクトラムアナライザー、ア
ルファ線など

（注）グレーの網掛けは共通する品目。
（資料）KITAデータベース

図表15　韓国の対日輸出入上位10品目

対日輸出 対日輸入
18年 19年 20年 18年 19年 20年

① 2710 2710 2710 8486 8486 8486

② 8542 7208 7106 8542 8542 8542

③ 8708 8542 8542 7208 7208 8541

④ 7208 7106 7208 7204 7204 3920

⑤ 7106 8708 3304 3920 3920 7208

⑥ 8486 7210 8486 8541 8541 3818

⑦ 2853 8486 8517 2707 8703 7204

⑧ 7210 7308 7210 8703 2707 8703

⑨ 8517 8541 8708 3824 3818 3824

⑩ 8541 7209 8523 3818 3824 9030
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した影響で９位へ低下した（注17）。また、
10位に「ディスク、テープ、不揮発性半導体
記憶装置、スマートカード」が入ったが、19

年は27位であった。これには、データセンター
に使用される記憶装置のSSD（HS852351）
の輸出額が前年の倍になったことが影響して
いる。
なお、主要輸出製品の一つである集積回路

は以前、アメリカとともに日本への輸出が多
かったが（前掲図表７）、07年の約40億ドル
をピークに減少し、20年は6.4億ドルであっ
た。半導体の主要ユーザーである電子機器企
業の国内生産が大幅に減少したためである。
ちなみにRIETI（経済産業研究所）のデータ
ベースで調べると、日本の家電製品の輸出額
は05年をピークに減少し、18年は05年の４分
の１程度の水準になった。
では、対日輸入にはどのような品目が多い

のであろうか。図表15が示すように、上位２
品目は近年同じで、半導体やディスプレイの
製造装置（HS8486）と集積回路（HS8542）
である。このほか、「ダイオード、トランジ
スタ、半導体デバイスなど」（HS8541）、熱
間圧延フラットロール製品（HS7208）が常
に上位に入っている。
近年の特徴を明らかにするために、2000年
代以降を調べると（図表16）、化学品が上位
10品目に多く入ったことがわかる。18年以降
は、「プラスチック製のその他の板、シート、
フィルムなど」（HS3920）、「元素を電子工業
用にドープ処理したものなど」（HS3818）な
ど、「鋳物用の鋳型の調製粘結剤、中子の調
製粘結剤」（HS3824）が入っている。

HS3920には、日本企業が圧倒的に高いシェ
アを有するスマートフォン端末のプリント基
板に張る電磁波シートフィルムが含まれる。

（注）網掛けは化学品。
（資料）KITAデータベース

図表16　韓国の対日上位輸入品目（HSコード４桁）

2000年 05年 10年 15年 16年 17年 18年 19年 20年
① 8542 8542 8486 8542 8486 8486 8486 8486 8486

② 8479 7208 7208 8486 8542 8542 8542 8542 8542

③ 7208 8479 3920 3920 3920 7208 7208 7208 8541

④ 8541 2902 8542 7208 7208 3920 7204 7204 3920

⑤ 8529 9010 2902 2707 9001 7204 3920 3920 7208

⑥ 8708 8541 7204 2902 2707 8541 8541 8541 3818

⑦ 8540 9001 3824 9001 8541 8703 2707 8703 7204

⑧ 8471 3920 7004 8541 8708 2707 8703 2707 8703

⑨ 9010 7204 7207 7204 3824 2902 3824 3818 3824

⑩ 8473 3818 8708 3824 7204 9001 3818 3824 9030
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端末には多くの部品が実装されており、部品
が干渉し合わないようにするのが電磁波シー
トである。フィルム（合成樹脂などから製造
された薄膜材料）はタッチセンサーや偏光
フィルターなどにも使用されており、高品質
のものは日本企業への依存が高い。HS3920

品目の20年の対日輸入依存度は63.4％で、２
番目の輸入相手国である中国の14.4％を大幅
に上回っている。
また、半導体の製造に使われるシリコンウ

エハーはHS3818に含まれる。HS3818の20年
の対日輸入依存度は46.4％と高い。２番目の
輸入相手国は中国（21.4％）、３番目はシン
ガポール（15.3％）、４番目はアメリカ（7.6％）
である。
このように韓国の対日輸入の上位品目に

は、韓国の主力輸出製品である半導体の製造
に必要不可欠な製造装置や材料の化学品が含
まれており、韓国経済にとって日本は重要な
役割を担っていることが確認出来る（後述す
るように、日本の対韓輸出管理強化はこの分
野を中心に実施）。
このことは同時に、日本の製造装置と化学

メーカーにとって韓国が重要な市場であるこ
とを意味する。韓国で設備投資が拡大した18

年、日本の半導体製造装置輸出額の約３分の
１が韓国向けであった。また、日本の化学品
（中間財）の対韓輸出依存度は、11年をピー
クに低下しているが、10％を超えて推移して
おり（図表17）、全体の対韓輸出依存度（18

年は7.1％）を大きく上回っている。

（2）�韓国における国産化、日本企業の現地
生産

韓国の対日輸入額の減少には、韓国での国
産化の進展と企業活動のグローバル化も影響
していると考えられる。
韓国では2000年代に入ると、素材・部品産
業の強化が図られた。素材は最終財の品質と
価格を左右し、製造業の土台を形成するもの
であるが、韓国ではコアとなる部品・素材分
野において輸入、とくに日本からの輸入に依
存する状態が続いていた。国内の産業構造を
高度化するためには、部品・素材産業を強化
する必要があった。

（資料）RIETI-TID　2018
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図表17　日本の化学品（中間財）の対韓輸出額
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01年に「素材・部品専門企業などの育成に
関する特別措置法」が制定され、技術開発、
事業化、人材育成などの面で支援が開始され
た。韓国企業による国産化を支援するだけで
なく、日系企業を含む外資系企業の誘致を積
極化した。
さらに、李明博（イ・ミョンバク）政権（08

～ 13年）下で、「素材・部品専用工業団地」
が亀尾産業団地、浦項産業団地、釡山・鎮海
経済自由区域、益山産業団地に設置された。
主な誘致分野は亀尾がディスプレイ、モバイ
ル、電子、浦項が鉄鋼、造船部品・素材、釡
山・鎮海が自動車部品、造船資材、益山が自
動車、機械設備、電子、化学などである。
日本企業を積極的に誘致した効果もあろう

が、2000年代に日本から韓国への直接投資
ブームが生じた（図表18）。2000年代前半に
増加したのは、韓国で液晶パネルの生産が急
拡大したことが影響している。
液晶パネルの生産拡大には液晶テレビの需

要を伸ばす必要があり、そのためにも液晶パ
ネルのコスト削減が求められ、国産化が進め
られた。国産化は財閥のグループ企業による
内製化と外資系企業による現地生産によって
進んだ。ガラス基板はサムスンとコーニング
社（世界有数のガラスメーカー）との合弁企
業が、偏光板は第一毛織（サムスングループ）
やLG化学が生産を開始した。パネルメーカー
が工場の近くに関連産業を集積させるクラス
ター化戦略を推進したことも、外資系企業の

現地生産を促した。「…三星の最新工場では、
すぐ近くにコーニング社と合弁のガラス工場
があり、そのガラスを液晶工場に搬入し、工
場内でカラー・フィルターを内製している。
LGは、カラー・フィルターだけでなく、偏
光板まで内製しようとしている」（注18）。
財閥のグループ企業による内製化だけでな
く、国内企業からの調達を積極的に進めたこ
とが日本企業の現地生産を促した面もある。
日本企業がユーザーとしての重要性が高まっ
た韓国企業の要請に応じる必要に迫られたの
である。旭硝子（現AGC）、日本電気硝子な
どがガラス基板の現地生産を開始したほか、
フォトマスクやカラーレジスト、フィルム分
野の汎用品で現地生産の動きが始まった。そ

（資料）産業通商資源部
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の一方、偏光フィルムのようなコアとなる素
材は日本からの輸入が続いている。このこと
は、前に触れた点である。
次に、12年に日本からの投資が急増したの

は、いわゆる「６重苦」（超円高、法人税の
実効税率の高さ、自由貿易協定の遅れ、電力
価格問題、労働規制の厳しさ、環境規制の厳
しさ）に直面していた日本企業にとって、
韓国で生産する魅力が高まったためである。
現地生産により、①生産コストの低減と納期
短縮、②為替変動リスクの回避、③納入先か
らの情報入手、④共同開発の円滑化などの効
果が期待出来た。

（3）炭素繊維、積層セラミックコンデンサ

現地生産の動きを具体的にみていこう。
韓国で事業を拡大してきた企業の一つに東レ
がある。東レの韓国事業は古く（注19）、近
年は高機能尖端素材の生産を拡大している
（注20）。
尖端素材事業を担っているのがToray 

Advanced Materials Korea （東レ尖端素材株式
会社）である。東レは99年にセハンと合弁で
東レセハンを設立した。セハングループの
ワークアウトを契機に、08年に東レの完全子
会社とし、10年に現在の社名に変更した。主
な事業は複合材料（含む炭素繊維）、フィルム、
IT素材、不織布、樹脂事業などで、とくに力
を入れているのが炭素繊維事業であ
る（注21）。炭素繊維は鉄と比較して、軽さ

は４分の１で10倍の強度を持つため、軽量化
や省エネに向けて電子機器、自動車、宇宙、
レジャー関連など多くの産業で使用されてい
る。
東レ尖端素材は亀尾で13年に炭素繊維の生
産を開始した。韓国で操業する企業に供給す
るほか、中国を含む海外に輸出している。
それまで韓国では、炭素繊維はほぼ輸入に
依存していたが、東レ尖端素材に加えて、
韓国企業の暁星（ヒョーソン）や泰光（テグァ
ン）などが生産を開始し、国産化が進んだ。
韓国の炭素繊維類の対日貿易の動きをみると
（図表19）、輸入は11年まで総じて増加基調で
推移してきたが、国産化の進展に伴い、その

（注） HSコード6815、石その他の鉱物性材料の製品、炭素繊
維の製品、泥炭製品。

（資料）KITAデータベース
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後はむしろ緩やかな減少基調になっている。
その一方、輸出が増加して、かつての輸入特
化状態から変化している。暁星は日本の対韓
輸出管理強化後に、炭素繊維の生産量を大幅
に拡大する計画を発表した。
次に取り上げるのは、積層セラミックコン

デンサ（MLCC）である。国産化と第三国で
の生産が進んだケースである。MLCCは、セ
ラミックスの誘電体と金属電極を多層化する
ことにより小型・大容量化を図ったチップ型
コンデンサで、電圧の安定やノイズの除去機
能をもっており、電子機器とくにスマート
フォンに多く搭載されている（注22）。
日本では70年代末に量産化が開始され、村

田製作所や太陽誘電、TDKなどが生産した。
80年代後半以降、韓国企業（サムスン電機や
三和コンデンサ）や中国企業が生産を始めた。
とくにサムスン電機はシェアを上げて
（注23）、現在村田製作所に次ぐ２位となって
いる（注24）。
日本で量産化が進んだ後、日本企業による

海外生産が始まった。村田製作所はシンガ
ポール（72年設立）に続き、94年に中国、13

年にフィリピンでの生産を開始した。太陽誘
電は94年にマレーシア、99年に韓国、中国に
工場を設立した。
日本のサプライヤーが海外で生産する理由

は３つある。第１は、ユーザーに対して、コ
ストと納期の面で最適な供給体制を整備する
ことである。アジアに工場が多いのは、ユー

ザー企業が中国や東南アジア地域に集積して
いるためである。第２は、上記と関連するが、
国内の生産能力に限界があり、生産コストが
高いことである。第３は、汎用品を海外で生
産し、国内では研究開発と最先端製品の生産
に集中出来るようにすることである。
こうした動きは韓国のサプライヤーにもみ
られる。サムスン電機は釡山工場でMLCCを
生産しているが、90年代に中国、2000年にフィ
リピンでの生産を開始した。2000年代以降携
帯電話やパソコン、近年ではスマートフォン
や自動車、通信機器分野の需要が急増したた
め、釡山工場とともに、海外工場の生産能力
を増強した。また、中国では20年に設立した
天津新工場で、電気自動車向けのMLCCを生
産していく計画である。
韓国のMLCCの輸入をみると（図表20）、
興味深い動きがみられる。まず、国産化の進
展にもかかわらず、増加基調で推移している
ことである。需要が旺盛なことを示すもので
あり、近年韓国企業、日本企業ともに海外で
の生産能力を拡張している。
次に、対日輸入額が増加している一方、対
日輸入依存度は緩やかに低下していることで
ある。2000年代半ばまで対日輸入額が全体の
半分以上を占めていたが、その後、中国やフィ
リピンからの輸入が著しく増加したためであ
る。
中国からの輸入先は不明であるが、日本企
業、韓国企業、中国企業が中国で汎用品を生
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産している。また、フィリピンからの輸入が
13年に増加したのには、村田製作所のフィリ
ピン工場稼働が関係していると推測される。
ただし、フィリピン工場は主に東南アジア地
域向けの生産を目的に建設されたため、韓国
への輸出は一時的なものであったと思われ
る。
サムスン電子はスマートフォンのプレミア

ム機種を韓国で生産しており（注25）、超小
型で高性能なMLCCはサムスン電機と村田製
作所から調達している（注26）。日本からの
輸入額が減少しない一因は、村田製作所が
日本で、最先端のMLCCを生産しているため
であろう。

ここでは、炭素繊維とMLCCに関して、
日本のサプライヤーの韓国および第三国での
生産の動きを取り上げた。国内で生産して
韓国へ輸出する形で始まったサプライチェー
ンは、企業活動のグローバル化に伴い、様々
なパターンに変形していく。
① 日本企業の国内生産、韓国への輸出
② 日本企業の国内生産、一部を韓国で生産
③ 日本企業の第三国での生産、韓国への輸
出
④ 韓国企業の第三国での生産、日本企業の
第三国からの輸出
このうち、③と④は日韓の枠を超える日韓
企業間の取引であるが、日韓の貿易統計には
反映されてこない。
再びMLCCを例にとれば、サムスン電子が
ベトナムでスマートフォンの生産を拡大した
ことにより、日本から最先端品、フィリピン
から汎用品がベトナムへ輸出されていること
が推測される。このほか、韓国で生産してい
る太陽誘電がベトナムへ輸出している可能性
もある（企業の仕向先、調達先は公表されな
いので推測である）。
ベトナム側の輸入統計をみると、サムスン
電子がベトナムで生産を開始した09年以降、
日本からの輸入が徐々に増加した。ベトナム
でもスマートフォンの上位機種の生産を拡大
しているため、それに搭載されるものと考え
られる。また村田製作所がフィリピンでの生
産を開始した14年以降、フィリピンからの輸

（注）HSコードは853224。
（資料）KITAデータベース

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1991 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

その他フィリピン中国日本
（年）

対日輸入依存度（右目盛）

（100万ドル） （％）
図表20　韓国のMLCCの輸入額



企業活動のグローバル化で変化する韓国の対日貿易

環太平洋ビジネス情報  RIM  2021  Vol.21  No.81  173

入が増えており（図表21）、先の推測を裏づ
けている。
このように、企業活動のグローバル化によ

り、日韓の枠を超えてサプライチェーンが広
がっている（図表22）。
こうした一方、基礎化学品はプラントの分

散によって生産効率が低下すること、また製
造装置は装置組み立てに必要な生産財やエン
ジニアを日本以外で確保するのが難しいこと
などから、日本で生産して韓国へ輸出するの
が一般的であるが、次にみるように、日本の
対韓輸出管理強化後に素材分野でも韓国への
生産シフトが進み始めた。 （資料）UN Comtrade
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（注16） 石油製品は引き続き１位である。韓国では原油は輸入
しているが、石油製品が輸出されている。

（注17） 日本の自動車メーカーの間で韓国製部品を採用する動
きが定着したこともあり、かつて韓国側の大幅赤字で
あった自動車部品では輸出入がほぼ均衡している。

（注18） 新宅純二郎・天野倫文編［2009］P.48.
（注19） 60年代の事業はナイロンの技術供与、合弁によるポリ

エステル生産を開始した後、70年代に入り、第一毛織
（サムスングループ）との合弁によるポリエステル繊維の
生産を開始した。

（注20） サムスングループとの合弁であるSTEMCOでは、スマー
トフォン用の高機能回路材料を生産している。また、リチ
ウムイオン電池用のセパレーターや高機能樹脂などを
生産している。事業を拡大しているのは、サムスン電子
やLG電子など、高機能素材を求めるグローバル企業
の存在が大きい。

（注21） 炭素繊維は、アクリル樹脂や石油、石炭からとれるピッ
チ等の有機物を繊維化した後、特殊な熱処理工程を
経て作られる微細な黒鉛結晶構造を持つ繊維状の炭
素物質である。

（注22） スマートフォンにはMLCCが千個程度搭載されている。
今後は電気自動車向けの需要が急拡大するものと予
想されている。電気自動車１台には１万個以上搭載さ
れる。

（注23） サムスン電機は日本企業の人材を多くスカウトした。
（注24） 韓国経済新聞（2020年７月28日）によれば、世界市場

のシェアは19年末基準で、村田製作所40％、サムスン
電機33％、太陽誘電12％、TDK８％である。

（注25） 工場内で新型コロナ感染者が発生し、生産停止が続
いたため、一時的にベトナムへ生産移管が行われた。

（注26） サムスン電子は高性能MLCCをサムスン電機と村田製
作所から調達している。この点は、前野裕香「猛威を
振るうサムスン　日本の牙城・電子部品業界もついに
陥落」『週刊東洋経済』2012年２月11日号。

４．�日本政府による対韓輸出管
理強化後の動き

これまで述べてきたことを踏まえ、日本政
府による対韓輸出管理強化がどのような影響
をもたらしたのか、なぜそうなったのかを検
討したい。

（1）進み始めた素材の「脱日本」

19年７月１日、経済産業省が輸出管理で優
遇措置を与えていた「ホワイト国」（現在「グ
ループA」）から韓国を除外する方針を示す
とともに、特定品目（フッ化ポリミイ
ド､ EUV向けのフォトレジストフッ化水素）
を包括輸出許可から個別許可に切り替えると
発表した。
日本政府の対韓輸出管理強化の背景とそれ
に対する韓国側の動きについて以前取り上げ
た（注27）。そのなかで、韓国で輸入先の多
角化や国産化など「脱日本化」の動きが広が
る可能性を指摘したが（注28）、それが現実
的なものとなりつつある。
以下ではまず、個別輸出許可に切り替わっ
た３品目のうち、フッ化ポリミイドを除く
（注29）、フォトレジストとフッ化水素につい
てみていく。

①フォトレジスト
フォトレジストのなかで個別輸出管理の対
象になったのは、EUV向けのフォトレジス
トであった。前述したように、微細化水準を
高めるうえでEUVが用いられ、韓国企業は
そのラインを拡充していた時期だけに、韓国
企業に与えたインパクトは大きかった。日本
企業はEUV向けのフォトレジスト市場の約
９割を占めており、JSR、東京応化工業、信
越化学工業、住友化学、富士フイルムなどが
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主要メーカーである。
対韓輸出管理強化後の動きをみると

（図表23）、19年７月に駆け込み需要で日本か
らの輸入額が急増した後、しばらくは減少し
たものの、①８月に最初の輸出許可が下りた
こと、②12月20日、通達により日韓の特定企
業同士の取引に限り、最長３年間の許可を一
括して得られるようになった（特定包括輸出
許可）ことなどから、最近ではほぼ元の水準
に戻っている。
ただし、全体に占める割合は極めて小さい

ものの、ベルギーからの輸入額が増加したこ
とに注意したい（図表24）。

EUV向けフォトレジストは、サムスン電
子が今後注力する事業に欠かせないもので

あった。次世代半導体の製造には超微細な回
路の形成が必要で、この過程でEUVが使用
される。EUV向けフォトレジストは日本か
らの輸入にほぼ依存していたため、日本政府
による対韓輸出管理強化が発表されると、サ
ムスン電子はJSRとベルギーのIMEC（ナノ
エレクトロニクス技術研究の先端的研究機
関）が15年末に設立した合弁会社EUV 

RMQCからの調達を増やしたのである。
フォトレジストに関しては、依然として
日本企業への依存が続いているといえるが、
注目したいのは、アメリカからの輸入先であ
るデュポン（アメリカ）が20年１月、韓国で
EUV向けフォトレジストを生産する計画を
発表したことである（注30）。韓国政府が海

（注） HSコードは370790、個別輸出管理の対象はEUV向け。
（資料）KITAデータベース

（資料）KITAデータベース

▲100

▲50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0

10

20

30

40

50

60

2019
/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

20
/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

21
/1

輸入額（左目盛） 前年同月比（右目盛）

（％）（100万ドル）

（年／月）

0

1

2

3

4

5

6

2019
/1 2 3 4 5 7 9 116 8 10 12

20
/1 32 54 6 7 8 9 1110 12

アメリカ ベルギー

（100万ドル）

（年／月）

図表23　韓国のフォトレジストの対日輸入額 図表24　韓国のフォトレジストの輸入額
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外企業の誘致を積極的に図ったこともあろう
が、デュポンには、韓国の半導体メーカーの
近くで生産することでシェアを上げる狙いが
あると考えられる。
この動きに刺激されたかのように、東京応

化工業が20年から韓国でEUV向けフォトレ
ジストの生産を本格化した（注31）。さらに、
21年内に生産能力を倍増する計画である
（注32）。

②フッ化水素
対韓輸出管理強化前の韓国のフッ化水素の

輸入相手先は、中国が１番目で、日本は２番
目であった。半導体製造には500以上もの工
程があり、フッ化水素を使用する洗浄やエッ
チングの工程はその10％程度を占める。工程
ごとにレシピ（純度）が異なっており、超高
純度のフッ化水素の多くは日本から輸入して
いた（統計上は区分されない）。
日本ではステラケミファと森田化学工業が

主要メーカーである。日本企業が申請した液
体フッ化水素の輸出許可が遅れたため（ステ
ラケミファが19年11月、森田化学工業は同年
12月）、対日輸入額が19年８月以降急減した
（図表23）。審査に時間がかかったのは、フッ
化水素に関して過去に不適切な事案（韓国か
らの再輸出ほか）があったことが関係してい
ると考えられる（注33）。
注意したいのは、輸出許可が下りてからも、

対日輸入額がさほど増えず、前年水準の２割

程度にとどまっていることである（図表25）。
輸出管理強化後に、森田化学工業の社長が
「シェアが低下しかねない」（注34）と懸念し
ていたことが現実のものとなった。
対日輸入額が大幅に減少したのは、輸入先
の代替と韓国での国産化が進んだことによ
る。輸入先をみると、19年にはフッ化水素の
輸入額が前年比▲12.5％となるなかで、中国
からの輸入額が同▲9.1％、台湾からの輸入
額が同132.5％と、台湾からの輸入が著しく
伸びた。20年には前年比▲23.9％となるなか
で、中国からの輸入額は同▲1.3％とほぼ前
年並みとなった一方、台湾からの輸入額は半
減した。
対韓輸出管理の強化後、韓国政府は個別輸

（注）HSコードは281111。
（資料）KITAデータベース
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図表25　韓国のフッ化水素の対日輸入額
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出許可になった３品目を含む100品目を戦略
的革新品目に指定し、７年間で７兆8,000億
ウォンを投入して国産化を図ると表明した
（注35）。このうち３品目を含む20品目につい
ては、１年以内に供給安定化（国産化と第三
国からの輸入）を図る方針を示した。韓国の
大企業もグループ企業や国内の素材企業と協
力しながら国産化に取り組んだ。半導体企業
は一部のラインを止めて国産素材をテストし
た。

LGディスプレイがいち早く日本製フッ化
水素を国産フッ化水素に切り替えた。ディス
プレイは半導体よりも微細化水準が低いた
め、純度の低いフッ化水素を使用出来る。
半導体関連では、サムスン電子が19年９月、

製造工程の一部に、国産フッ化水素を投入し
始めたと発表した（注36）。調達先は明らか
にしなかったが、ソルブレイン（솔브레인은）
とラムテクノジー（램테크놀러지）であるこ
とが後日判明した（注37）。ソルブレインは
これまで日本のステラケミファから輸入した
高純度の液体フッ化水素をエッチング剤に精
製するとともに、中国から輸入していたフッ
酸を高純度のフッ化水素に精製していた。20

年１月に、高純度の液体フッ化水素の量産体
制を確立して、半導体企業へ供給するように
なった結果、日本企業製の超高純度のフッ化
水素は製造工程の一部でのみ使われるように
なった。
韓国のもう一つの半導体メーカーである

SKハイニックスも品質テストを経て、19年
10月より国産フッ化水素を使用し始めたと報
道された（注38）。同社はラムテクロジーが
製造した液体フッ化水素を使用し始めた
（注39）。さらにグループ企業のSKマテリア
ルズが20年６月17日、高純度の気体フッ化水
素の量産を開始したと発表した。
また、韓国の素材メーカーの東進（トンジ
ン）セミケムはEV用フォトレジストの直前
の段階であるフッ化アルゴンの生産を開始し
た。最近では、韓国企業の日進マテリアルズ
が、これまで日本企業が独占していた半導体
パッケージに使われる２マイクロメートルの
極薄銅箔をサムスン電子に出荷したと報じら
れている。
国産化の動きは半導体分野以外にも広がっ
ている。LG化学がEVバッテリーのコア素材
の一つである陽極材を生産する新工場を建設
（24年生産開始予定）するほか、国内企業と
協力してバッテリー外部を覆うパウチフィル
ムの国産化を進める。また、サムスンSDIは
韓国のバッテリー素材メーカーのEcoPro BM

と合弁企業を設立して、次世代陰極材を生産
する計画であるほか、ロッテグループや
POSCOグループもEVバッテリー産業の成長
を見込んで関連素材の生産を始めている。

（2）求心力が働く韓国の半導体産業

韓国企業による国産化の動きとならんで、
注目したいのは、海外企業による現地生産の
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動きである。シリコンウエハーで世界第３位
の台湾系企業が韓国で増産するほか、前述し
たように、デュポン（アメリカ）が20年１月、
EUV向けフォトレジストを韓国で生産する
計画を発表した。また、半導体製造装置メー
カーのラムリサーチ（アメリカ）がR&Dセ
ンターを建設すると報道されている。京畿道
では素材・製造装置メーカーやR&Dセンター
を集積させてクラスター化を進める計画があ
るため、現地生産する企業には有利となろう。
シリコンウエハーやフォトレジストなど、

日本企業が圧倒的に高いシェアを占める素材
分野で現地生産が進めば、シェアの低下につ
ながる恐れがある。こうした状況下、日本企
業でも現地生産の拡大や現地化を進める動き
が広がっている（図表26）。製造装置でも、
東京エレクトロンは20年１月、サムスン電子

の工場がある平澤市で、技術支援センターを
竣工したと発表した。ここでは次世代半導体
装置の研究開発を進める予定である。
中長期的に韓国の半導体産業の一段の発展
が見込まれることに加えて、韓国での国産化
とクラスター化の動きが求心力となって、海
外企業による現地生産を促し、それがまた
日本企業による現地生産を促している。

（注27） 向山英彦［2019］、［2020a］を参照。
（注28） 国立外交院の経済通商研究部長김양희［2020］は、

ヘンリー・ファレルとアブラム・ニューマンの「武器化さ
れた相互依存性」の考えに基づき、日本の対韓輸出
管理強化とそれへの韓国の戦略的対応（供給の安定
化、国産化）の動きを分析しており、示唆に富む。

（注29） フッ化ポリミイドは一部のみが個別輸出許可の対象とな
り、影響がほとんど表れなかった。ただし、韓国ではコー
ロンインダストリーが19年に量産を開始したほか、SKグ
ループのSKCも量産を開始する。

（注30） 「米デュポン、韓国で半導体材料生産　日韓対立間
隙突く」日本経済新聞、2020年１月９日。

（注31） 同社は、以前から日本から原材料を持ち込んでフォトレ
ジストの完成品を少量生産していた。

（注32） 『化学工業日報』2021年３月３日。
（注33） この点は、CISTECの「日本の対韓輸出管理の運用見

直しと安全保障管理のWTO適合性について─誤解に
基づく争いは不毛」（19年11月１日）を参照。ただし、
他の２品目についての言及はない。김양희［2020］も
その点を問題にしている。なぜ３品目が個別輸出強化
の対象になったのか検証される必要があろう。

（注34） 日本経済新聞「対韓輸出厳格化『シェア低下しかね
ない』森田化学社長」2019年８月８日。

（注35） 韓国の産業通商資源部は20年７月に、100品目を338
品目へ拡大して、供給の安定化と技術の自立を図る
「素材・部品・装備2.0戦略」を発表した。

（注36） 朝鮮日報日本語版、2019年９月３日。
（注37） KBSテレビ시사기획 창（時事企画『窓』）「소재독립, 

끝나지 않은 전쟁」（素材独立　終わらない戦争）
http://news.kbs.co.kr/news/view.do?ncd=4486715

（注38） Reuters、2019年10月２日。
（注39） ソルブレインは86年の創業で、90年代に入ってハイテク

材料の生産を開始した。同社に関しては、http://www.
soulbrainholdings.co.kr/を参照。他方、ラムテクロジー
は2001年の設立で、半導体やディスプレイ向けの化学
素材を製造している。同社に関しては、http://www.
ramtech.co.kr/を参照。

（資料） 日経産業新聞（2020年８月14日）、「半導体素材、
韓国生産へシフト」

図表26　日本の素材メーカーの動き

日本の素材メーカーは韓国メーカーとの取引維持へ動く

信越化学工業 特定企業で３年間は個別輸出許可が不要な仕
組みを活用

東京応化工業 EUV用レジストの韓国工場での量産開始
ADEKA DRAM向け電子材料の韓国での生産開始
関東電化工業 半導体回路の形成用材料の韓国での生産開始
太陽ホール
ディングス

半導体基板に使われる絶縁フィルムで韓国に
新工場

東ソー 半導体製造装置用の石英ガラス工場を韓国に
建設

JSR
ベルギーでの合弁会社からEUVレジストを
輸出
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結びに代えて

本稿の目的は、韓国の対外経済関係の変化
を辿りながら、企業活動のグローバル化に伴
いサプライチェーンが日韓の枠を超えている
一方、半導体分野では韓国に強い求心力が働
いていることを明らかにすることであった。
韓国の貿易面での日本の比重低下は、対中

貿易の急拡大によるところが大きいが、企業
活動のグローバル化に伴うサプライチェーン
の変化と国産化（含む日本企業の現地生産）
の進展も影響していることが明らかになっ
た。
サプライチェーンが日韓の枠を超えて広

がっている例として、サムスン電子が携帯電
話の生産を拡大したベトナムへ、日本に続い
て、日本企業の工場のあるフィリピンから
MLCCの輸出が増加していることを示した。
その一方、半導体産業では韓国に強い求心力
が働いている。韓国の半導体企業による積極
的な生産拡大に加えて、韓国での国産化と海
外企業による現地生産の動きが、日本の素材
企業の現地生産を促している。日本政府によ
る対韓輸出管理強化はその意図とは別に、結
果として、韓国への生産シフトにつながった。
日韓関係は改善の糸口がみえない状況が続

いているが、両国の経済界はこれまで通りの
協力関係を続けている。長年の取引を通じた
信頼関係と協力していく経済的メリットが存
在するからである。企業活動のグローバル化

により今後も韓国の対日貿易は縮小していく
可能性があるが、アジアを含むグローバルレ
ベルでの貿易は拡大していくであろう。した
がって、両国の経済関係を複眼的にみていく
ことがより一層必要になっている。
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